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平成２９年度小城市予算主な事業一覧　

頁 事　業　名 事業費：千円

防災対策課 1 防災備蓄倉庫整備事業 1,296

2 （新規）避難所看板設置事業 4,238

企画政策課 3 情報セキュリティ対策強化事業 31,690

環境課 4 天山地区共同環境組合事業（建設） 123,969

社会福祉課 5 生活困窮者対策事業 10,356

6 子どもの医療費助成事業 142,038

高齢障がい支援課 7 （新規）高齢者施設等防犯対策強化事業 5,769

農林水産課 8 農業振興地域整備事業 9,324

9 林道維持補修事業 8,509

10 沿岸漁業振興特別対策事業 5,890

農村整備課 11 基盤整備促進事業 81,098

商工観光課 12 小城公園駐車場整備事業 34,766

建設課 13 道路新設改良事業 46,119

14 スマートインターチェンジ整備事業 121,201

15 社会資本整備総合交付金事業（新設改良） 91,300

16 社会資本整備総合交付金事業（都市再生） 16,100

17 市営住宅建替事業 512,956

まちづくり推進課 18 立地適正化計画策定事業 1,075

19 大学誘致周辺環境整備事業　（総括）　※ (80,061)

20 大学誘致促進事業 763,145

21 移住・定住対策事業 42,645

（裏面へ続く）

※19頁は、　調整担当課：まちづくり推進課
　　　　　　　  関係課：商工観光課　12頁、建設課　16頁、教育総務課　28頁、文化課　33頁

産業部

所　　属

総務部

市民部

福祉部

建設部



頁 事　業　名 事業費：千円

下水道課
（下水道特別会計）

22 織島処理区事業 23,458

23 砥川処理区事業 5,857

24 （新規）下水道事業等公営企業会計移行事務 15,280

25 三日月処理区事業 421,823

26 小城処理区事業 517,809

教育総務課 27 放課後児童健全育成事業 137,969

28 桜岡小学校プール改築事業 17,192

保育幼稚園課 29 保育所等整備補助事業 5,400

30 保育園民営化事業 4,691

31 幼稚園民営化事業 5,043

文化課 32 国史跡土生遺跡公園維持管理事業 4,687

33 （新規）藩邸石橋保存・修景整備事業 12,003

水道課
（簡易水道特別会計）

34 原田地区配水施設整備事業 1,800

建設部

教育委員会

公営企業

所　　属



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

1,296 1,296

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 0 5,889 1,296 0 0 0 事業費計

その他 5,000

7,185

一般財源 889 1,296 一般財源 2,185

地方債 地方債

(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 5,000

県支出金

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　風水害、地震・津波災害等における災害対応用の水防資機材や避難所生活者等の被災者への生活物資等を保管・備
蓄するための防災備蓄倉庫を整備する。

【内容】
　平成28年度
　　・改修工事設計、牛津体育センター北側車庫（100.48㎡）を水防倉庫へ改修
　
　平成29年度
　　・旧牛津庁舎北側倉庫２階西側部分(46.41㎡)の改修

【保管資材】
　　・水防資機材：松杭、鉄杭、縄、鉄線、ブルーシート、土のう、投光器、スコップ、掛矢、ツルハシ、鎌、ボート

　　・生活物資等：毛布、簡易トイレ・テント、マンホールトイレ・建屋、簡易間仕切り、段ボールベッド、ブルーシート等

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 災害対策基本法、小城市地域防災計画

事業期間
平成28 平成29

防災備蓄倉庫整備事業 基本事業名 3 危機管理対策の充実
一般 9 1 5 1162

予算科目
会計 款 項 目 事業

ひとりひとりの力を合わせて防犯・防
災　安心して暮らせるまち

担当部課 総務部　防災対策課 施策名 1 防災・減災体制の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 防災備蓄倉庫整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10

1



☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

4,238 4,238

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

備品購入費

事　業　費 0 0 4,238 0 0 0 事業費計

その他

0

一般財源 4,238 一般財源

地方債 地方債

(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　災害発生時に住民が速やかに避難できるよう、避難所を住民に周知する事を目的とする。

【内容】
　「小城市地域防災計画」で規定する市内36箇所の指定避難所に避難所表示看板を作成し設置する。
　
　※避難場所等の表示については、平成28年３月に内閣府及び総務省消防庁から、標準様式の基準が通知されたことを
踏まえ、ＪＩＳ改定・制定された災害種別記号を用いる。

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 災害対策基本法

事業期間

（新規）避難所看板設置事
業

基本事業名 3 危機管理対策の充実
一般 9 1 5 1245

予算科目
会計 款 項 目 事業

ひとりひとりの力を合わせて防犯・防
災　安心して暮らせるまち

担当部課 総務部　防災対策課 施策名 1 防災・減災体制の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）避難所看板設置事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10

2



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

新規事業 既存事業

予算事業名 情報セキュリティ対策強化事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 行
計画推進のための行政経
営

担当部課 総務部　企画政策課 施策名 4 業務執行体制の充実

ＩＣＴ利活用の推進
一般 2 1 8 1297

法令根拠

事業期間
平成28

予算科目
会計 款 項 目 事業 情報セキュリティ対策強化

事業
基本事業名 1

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　平成28年１月から社会保障・税番号制度の運用が開始され、平成29年７月から情報提供ネットワークシステムの稼働が予
定されている。平成27年６月に日本年金機構で職員端末に対する外部からの「標的型メール攻撃」を原因とした125万件の
個人情報流出事件が発生したことを踏まえ、国は、地方自治体に標的型攻撃などの新たな脅威に対応するためのより強固
なセキュリティ対策を求めており、小城市においても情報セキュリティ対策強化のための取組みを図る。

【内容】
　・現在の庁内ＬＡＮを「個人番号利用事務系」、「LGWAN接続系」及び「インターネット接続系」の３つのネットワークに
　　分離する。
　・インターネットを介して行う業務について、県と県内全市町による佐賀県情報セキュリティクラウドを構築し高度な情
　　報セキュリティ対策を講じると共に、小城市独自のネットワークについてもセキュリティ強靭化を行う。
　・職員等の端末からの情報持ち出し不可設定を図り、住民情報流出を徹底して防止するよう抜本的強化を図る。

平成28年度
　・情報セキュリティシステム強じん化の構築
　・二要素（指紋）認証システムの導入

平成29年度追加分
　佐賀県情報セキュリティクラウド負担額　　4,862千円
　【運用に係る費用】
　○基本機能保守費用　：　ＳＯＣ運用、ハウジング、機器保守関連費、クラウド機器運用、回線、その他
　○管理運営主体費用　：　人件費、事務費（ＰＣ・プリンタ購入費、消耗品費等）

※佐賀県情報セキュリティクラウドとは…佐賀県及び県内全市町が共同でインターネット環境のセキュリティ対策を行うこと
により、インターネット通信及び迷惑メールや標的型メールにおける出入り口対策や監視機能の強化を目指すシステム

※ＳＯＣ（セキュリティオペレーションセンター）…コンピューターやネットワークのセキュリティを脅かす事象を早期発見する
監視機能

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

地方債

県支出金

国庫支出金 8,650
財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料
使用料及び

賃借料
負担金、補助
及び交付金

一般財源 8,652 25,690 31,690 31,690

地方債

事　業　費 0 17,302 31,690 31,690 31,690 31,690

31,690

事業費計

一般財源

31,690

0

6,000 その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

合　　計

5,444 21,384 4,862

3



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※ 平成29年度から平成31年度までは施設建設を想定した概算費用

合　　計

123,969 123,969

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 50,612 100,280 123,969 724,864 1,979,217 0 事業費計

その他 10,000

地方債

2,990,659

一般財源 40,612 32,180 32,869 57,864 120,617 一般財源 295,859

68,100 91,100 667,000 1,858,600 地方債 2,684,800

(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 10,000

県支出金

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　可燃ごみ焼却施設の設置、維持管理に関する事務を共同処理するために、小城市・多久市で一部事務組合（天山地区
共同環境組合）を設置して事業を推進する。

【内容】
　可燃ごみ焼却施設建設、維持管理及び運営を共同で行う。これに必要な費用を小城市と多久市で負担割合に応じて負
担する。

　平成28年度  旧ゆうらくプール部分解体工事
　平成29年度　焼却施設建設工事設計等
　平成30年度　焼却施設建設工事等
　平成31年度　焼却施設建設工事等
　平成32年度　供用開始予定

【事業費の負担割合】
　平等割 20％　各市 10%
　人口割 80％  直近のＨ27国勢調査人口：小城市 44,259人(55.32％)　多久市 19,749人(24.68％）
　　　　合　計　　小城市 65.32％　多久市 34.68％

【負担金の内容】
 (1)運営費用・・・・派遣職員人件費等、その他事務局運営費
 (2)建設事業等

平成29年度計画
・事業者選定支援
・焼却施設建設工事設計
・進入路建設工事
・設計施工管理

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、天山地区共同環境組合規約

事業期間
平成26 平成31

天山地区共同環境組合事
業(建設)

基本事業名 3 ごみ処理体制の充実
一般 4 2 2 1229

予算科目
会計 款 項 目 事業

住みたい！と思う笑顔が
集まるキレイなまち

担当部課 市民部　環境課 施策名 5 循環型社会の形成

新規事業 既存事業

予算事業名 天山地区共同環境組合事業（建設）
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

4



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

みんなでささえあう　やさし
いまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 地域福祉の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 生活困窮者対策事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠 生活困窮者自立支援法

事業期間
平成27

生活困窮者対策事業 基本事業名 1
地域福祉の情報提供と相
談支援体制の充実一般 3 1 1 1026

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

13,100 13,100
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 1,779 2,430 7,767 13,100

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

地方債

その他 9 その他

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

18,356 18,356 18,356 事業費計 0

財
源
内
訳

一般財源 594 1,579 2,589 5,256 5,256 5,256 一般財源

県支出金

地方債

【目的】
　生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し自立相談支援、住居確保給付金の支給、
その他の支援を行うとともに、生活保護から脱却した人が再び生活保護に頼ることのないよう支援する。

【内容】
　
○自立相談支援事業
　
　生活困窮者からの相談により、一人ひとりの状況に応じた自立に向けての支援計画を作成し、支援を行う。
　※平成29年度より委託事業へ変更
　
○住居確保給付金
　
　離職等により経済的に困窮し、住居を失った又は失うおそれがある人で所得等が一定水準以下の場合に有期（３か月
間、最長９か月間）で家賃相当額を給付する。
　※平成29年度より自立相談支援事業と併せ、相談業務は委託し、支給は市の扶助費で支出
　
　
【事業費の負担割合】
　国 3/4　市 1/4

合　　計

9,900 456 10,356

委託料 扶助費

事　業　費 2,373 4,018 10,356

5



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

　

合　　計

22 7,016 132,000 3,000 142,038

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費 役務費 扶助費 繰出金

事　業　費 93,533 114,551 142,038 142,038 142,038 142,038 事業費計

その他 12,300 25,006 20,000

0

一般財源 40,544 46,728 75,753 95,753 95,753 95,753 一般財源

地方債 地方債

(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

46,285 県支出金42,817 46,285 46,285

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　子どもの医療費を助成することにより、その疾病の早期発見と治療を促進し、子どもの保健の向上と福祉の増進を図る。

【内容】
　対　象　　：０歳～中学生
　利用方法：受診時に、『子どもの医療費受給資格証』を医療機関に提示する定額一部払方式
　自己負担：入院の場合は、医療機関ごとに１か月1千円
　　　　　　　　通院の場合は、医療機関ごとに１か月500円×２回まで
　　　　　　　　調剤については、自己負担額なし
　
・県外医療機関等を受診した場合は、保険診療一部負担金を支払い「子どもの医療費助成交付申請書」で市に申請し、後
日、自己負担分を差引いて助成（支払還付方式）。
　ただし、小城市が指定した県外医療機関等については、０歳～小学校就学前の子どもは定額一部払方式により助成す
る。
　

・平成28年 ７月診療分～　小・中学生の通院費を助成対象とする。(支払還付方式）

・平成29年 ４月診療分～  小・中学生の医療費を定額一部払方式とする。
                　　　　　　　　　（※県外医療機関等は今までどおりの支払還付方式）
　

【事業費の負担割合】
　０歳～小学校就学前の子どもの受診分　：　県 1/2　市 1/2
　小・中学生の受診分　：　市 10/10

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 40,689

国庫支出金

46,285

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 佐賀県子どもの医療費助成事業補助金交付要綱、小城市子どもの医療費の助成に関する条例

事業期間
平成12

子どもの医療費助成事業 基本事業名 1
子育て関連情報の提供と
相談支援体制の充実一般 3 2 1 476

予算科目
会計 款 項 目 事業

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 子どもの医療費助成事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

6



☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

みんなでささえあう　やさし
いまち

担当部課 福祉部　高齢障がい支援課 施策名 2 高齢者福祉・介護の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）高齢者施設等防犯対策強化事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 5

法令根拠 地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備推進交付金交付要綱

事業期間

（新規）高齢者施設等防犯
対策強化事業

基本事業名 1
介護予防・生活支援の充
実一般 3 1 2 1284

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　高齢者施設の防犯設備の補強を支援するため、非常通報装置や防犯カメラ、外構等の設置や修繕など必要な安全対策
に要する費用について補助する。

【内容】
・事業対象：高齢者入所施設
　　　　　　　（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、認知症グループホーム、有料老人ホーム等）

・対象となる防犯設備：防犯用フェンス、110番直結非常通報装置、カメラ付きインターホン、防犯カメラ、人感センサー等

・事業費：１事業所につき300千円以上1,800千円以内

・平成29年度：４法人９事業所

【事業費の負担割合】
　国 1/2　事業所 1/2

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 5,768

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

0

一般財源 1 一般財源

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 5,769 0 0 0 事業費計

その他

合　　計

5,769 5,769

7



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

225 9,099 9,324

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬 委託料

事　業　費 846 835 9,324 8,190 921 921 事業費計

その他 1 1 1 1 1

0

一般財源 845 834 9,323 8,189 920 920 一般財源

地方債 地方債

(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

1 その他

県支出金

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　農業振興地域の整備に関する法律に基づき、小城市が自然的・社会的・経済的諸条件を考慮して総合的に農業の振興
を図る必要がある地域において、「小城市農業振興地域整備計画」を策定し、農業の健全な発展を図るとともに、国土資源
の合理的な利用に寄与することを目的とする。

【内容】
　「小城市農業振興地域整備計画」に基づき、農業委員会やJA及び土地改良区などの農業関係者の意見を聞きながら農
用地の確保や土地改良事業の推進のため農用地区域への編入及び除外の業務を行う。
　また平成29～30年度にかけて、農業振興地域内の農業に関する調査を行うとともに、現況を把握し、農業振興地域の整
備に関する必要な施策を計画的に推進するため、都市的土地利用との調和を図りながら「小城市農業振興地域整備計画」
の見直しを行う。

平成29年度
・基礎調査（動態調査・意向調査）
・農地利用状況調査

平成30年度
・整備計画の見直し
・県との協議

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 農業振興地域の整備に関する法律

事業期間
平成17

農業振興地域整備事業 基本事業名 1
農業基盤整備の推進と経
営の安定強化一般 6 1 2 1097

予算科目
会計 款 項 目 事業

地域の資源を活かし企業
も市民も元気なまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 農業振興地域整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

8



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

779 15 6,876 789 50 8,509

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費 役務費 委託料 工事請負費 原材料費

事　業　費 9,387 18,647 8,509 16,507 5,059 5,059 事業費計

その他

0

一般財源 6,759 11,378 7,343 11,534 5,059 5,059 一般財源

地方債 地方債

(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金7,269 1,166 4,973

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　森林の健全な育成と隣接する林地を保全するため、林道の機能が十分に発揮できるよう良好な状態で維持管理し、林業
振興及び森林環境の保全に資する。

【内容】
　森林整備等を合理的に行うため、林道の機能が十分発揮できるよう維持管理及び補修を行う。

平成29年度追加分
●林道橋梁維持補修事業　≪実施期間：平成29年度～平成30年度≫
　平成25年度に実施した林道橋梁点検診断に基づき、老朽化の激しい林道橋梁の補修を行う。
　(林道江里山線の堂徳橋の補修工事)
　　H29年度　橋梁補修工事設計、積算
　　H30年度　橋梁補修工事

　　※平成29年度　委託料 3,450千円
　
（事業費の負担割合）
　　国 3/10　県 1/6（国庫補助分は県を通して交付される）　市 16/30

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 2,628

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 佐賀県農山漁村地域整備交付金交付要綱、小城市林道管理条例

事業期間
平成17

林道維持補修事業 基本事業名 3 森林環境の保全の推進
一般 6 2 3 357

予算科目
会計 款 項 目 事業

地域の資源を活かし企業
も市民も元気なまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 林道維持補修事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

9



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

5,890 5,890

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 5,890 0 0 0 事業費計

その他

0

一般財源 3,890 一般財源

地方債 地方債

(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金2,000

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　漁業・漁村を取り巻く環境の変化に対応するため、漁業関連施設等の整備及び漁場環境等の整備を行い、漁業生産基
盤の充実を図る。

【内容】
　佐賀県有明海漁業協同組合芦刈支所は、平成12年にのり検査ラインを整備しているが、近年では異物混入の除去が不
十分でクレーム等が増加している。
　今回、のり検査ラインにX線異物検出機を導入し、異物混入を防ぐことで、有明のりのブランド力向上と消費者の安全性を
図る。

　Ｘ線異物検出機（１台）　9,780千円（税抜き）

【事業費の負担割合】
　県 1/3　（2,000千円を上限）
　市及び漁協：総額から県負担分を除いた額の1/2をそれぞれ負担

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠
佐賀県沿岸漁業振興特別対策事業費補助金交付要綱、小城市沿岸漁業振興特別対策事業費補助金交
付要綱

事業期間
平成17

沿岸漁業振興特別対策事
業

基本事業名 1 漁業生産基盤の充実
一般 6 3 2 366

予算科目
会計 款 項 目 事業

地域の資源を活かし企業
も市民も元気なまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 2 水産業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 沿岸漁業振興特別対策事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

10



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

新規事業 既存事業

予算事業名 基盤整備促進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

予算科目
会計 款 項 目 事業

地域の資源を活かし企業
も市民も元気なまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農林業の振興

基盤整備促進事業 基本事業名 1
農業基盤整備の推進と経
営の安定強化一般 6 1 11 399

事業の概要（目的、内容等）

　【目的】
 　　生産効率を高め競争力のある農業を実現するためには、農地の汎用化等の基盤整備により、農業の構造改革を
　推進することが不可欠であり、農地・農業水利施設等の基盤整備をする。

　【内容】
   　国の制度変更により農業基盤整備促進事業の定額助成額が150千円/10ａから75千円/10ａへ見直しが行われる
　ため、平成29年度より基盤整備促進事業へ実施事業を変更し、期間を３年延長する。

　平成29年度計画
　・暗渠排水工事
　・整備面積　39.6ha

⇒

（平成29年度以降）
事業名　　基盤整備促進事業

区　域　 　小城町・牛津町　（変更なし）

整備面積　A=440ha（国庫補助対象　A=400ha）（変更なし）

実施期間　平成25年度～平成33年度

地元分担金　暗渠排水管100ｍ
　　　　　　　　　（概ね10ａ）当り15千円　（変更なし）

負担割合　　県：65％（国50％　県15％）
　　　　　　　　市：県及び地元分担金を除いた額

法令根拠 農業基盤整備促進事業実施要綱、農業基盤整備促進事業実施要領

事業期間
平成25 平成33

（現行）
事業名　農業基盤整備促進事業

区域　小城町・牛津町

整備面積　A=440ha（国庫補助対象　A=400ha）

実施期間　平成25年度～平成30年度

地元分担金　暗渠排水管100ｍ
　　　　　　　　　（概ね10ａ）当り15千円

負担割合　国：定額助成150千円/10a
　　　　　　　市：国及び地元分担金を除いた額

財
源
内
訳

国庫支出金 95,000 40,650

32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

財
源
内
訳

国庫支出金 313,350

県支出金 50,150 50,150 50,150 50,150 県支出金 250,750

地方債 地方債

その他 15,244 5,368 5,940 5,940 5,940 5,940 その他 68,701

一般財源 3,135 19,523 25,008 25,008 25,008 25,008 一般財源 156,463

81,098 事業費計 789,264

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費 役務費 工事請負費
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 113,379 65,541 81,098 81,098 81,098

81,098

合　　計

20 50 80,830 198

11



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※ 平成29年度事業費は、平成28年度からの繰越予定額9,667千円を含む

住みたい！と思う　笑顔が
集まるキレイなまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名 1
計画的な土地利用の推進
と効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 小城公園駐車場整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 小城市都市公園条例

事業期間
平成28 平成29

小城公園駐車場整備事業 基本事業名 2
地域の特性を活かした拠
点地区の形成と相互連携一般 7 1 4 1306

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　西九州大学地域看護学部（仮称）の開学（H30.４月予定）に伴い、都市機能の充実を図るため、大学建設予定地の周辺
環境（道路・公園駐車場・藩邸石橋等）整備を行う。

【内容】
　松屋の堀北側及び小城高校体育館南側の旧ゲートボール場を小城公園駐車場として整備するとともに、堀の石積み補
修及び既存駐車場のアスファルト舗装の張替えを行う。
　また、藩邸入口石橋保存・修景整備に伴い、函渠を設置する。

・駐車場整備（新設　 57台分）　1,304㎡
・駐車場補修（既存　131台分）　3,071㎡

平成28年度
・石積み補修 117㎡
・函渠工 5.35ｍ
・植栽工事一式（伐採、抜根、移植）
・松屋の堀北側及び小城高校体育館南側旧ゲートボール場の路盤工事

平成29年度
・松屋の堀北側及び小城高校体育館南側旧ゲートボール場の舗装工事
・既存駐車場のアスファルト舗装補修工事
・電気工事（街灯３本増設）

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 16,752

県支出金

国庫支出金 3,556 13,196

総　事　業　費
（単位：千円）

その他

県支出金

3,400 12,500 地方債 15,900

(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

52,166

一般財源 777 18,737 一般財源 19,514

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 0 7,733 44,433 0 0 0 事業費計

その他

地方債

平成29年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

34,766 34,766

合　　計

8,850 8,400 17,516 34,766

12



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　道路改良工事により一般車両、歩行者等の安全性と利便性を確保することを目的とする。
　

【内容】
　市道の整備

●畑田交差点改良事業　≪実施期間：平成29年度≫
　市道久蘇・鷺ノ原線と国道部の交差点において歩行者溜りの整備を行う。
　平成29年度　用地買収 A=90㎡(概算)　歩行者溜り設置工事 L=20m
　
●市道牛津駅南線道路改良事業（施工延長 L=204ｍ）　≪実施期間：平成25年度～29年度≫
　平成25年度　道路詳細設計
　平成28年度　用地測量・用地買収
　平成29年度　牛津駅南線道路本体工事 L=204ｍ

●蒲原・永田線道路改良事業　≪実施期間：平成26年度～32年度≫
　施工延長 L=446ｍ（うち 221.7ｍは佐賀土木事務所施工）
　市道　蒲原・永田線　道路拡幅　歩道設置
　歩道設置 L=128.3ｍ整備予定　道路拡幅 L=224.3ｍ（歩道設置含む）整備予定
　道路現況 W=6.0ｍ（車道 6.0ｍ）⇒計画幅員 W=9.5ｍ（車道 W=6.5ｍ、歩道 W=1.5ｍの両側 3.0ｍ）
　平成26年度　道路詳細設計
　平成27年度　用地測量・補償費算定
　平成28年度　用地買収（登記）
　平成29年度　本体工事（買収済み田区間のみ）
　平成30年度　本体工事・水道管布設工事
　平成31年度　本体工事・水道管布設工事
　平成32年度　水道管布設工事

事業費の推移
（単位：千円）

新規事業 既存事業

法令根拠 道路法、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成25

目 事業
道路新設改良事業 基本事業名 1

予算事業名 道路新設改良事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2
安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1
道路の保全と交通網の充
実

幹線道路の適切な維持管
理一般 8 2 3 143

予算科目
会計 款 項

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）（決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

財
源
内
訳

国庫支出金

0

県支出金県支出金財
源
内
訳

一般財源 13,257 3,101 14,569 2,600

地方債 55,300 18,600 38,800 47,000 56,700 地方債

3,000 8,300

その他

国庫支出金

事　業　費 68,557 21,701 53,369 49,600 59,700 8,300

一般財源

その他

負担金、補助
及び交付金

補償、補填及
び賠償金

その他 合　　計

665 46,119

事業費計

162 38,500 4,264 233 900

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

公有財産購
入費

1,395

平成29年度事業費は、平成28年度からの繰越予定額7,250千円を含む

34,200 11,919 46,119

平成29年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

13



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※ 平成29年度事業費は、平成28年度からの繰越予定額170,266千円を含む

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

公有財産購
入費

負担金、補助
及び交付金

補償、補填及
び賠償金

その他 合　　計

4,920 1,270 71,250 200 40,700 2,810 51 121,201

平成29年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金

その他 44,100 その他

事　業　費 47,539 255,195 291,467 0 0

財
源
内
訳

654,235

一般財源 7,904 9,290 16,626 一般財源 50,035

0 事業費計

（計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

地方債 15,900 113,900 112,000

法令根拠 スマートインターチェンジ「高速道路利便増進事業」制度実施要綱、道路法

事業期間
平成18 平成29

財
源
内
訳

国庫支出金 296,113

県支出金

国庫支出金 23,735 132,005 118,741

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市内に位置する長崎自動車道小城PAにスマートインターチェンジを整備し、高速交通体系整備を促進させ、小城市
の産業振興をはじめとして、災害時の広域支援体制の向上など地域の活性化を図る。

【内容】
　関係機関事前協議→地区協議会設置→実施計画書提出→連結申請→連結許可→詳細設計→用地測量→用地取得
→文化財調査→本体工事の順で事業を進める。
H24.４月連結許可済

(工事の概要)
接続道路　４本　L=1.3ｋｍ
平成24年度　道路予備修正設計
平成25年度　土質調査・路線測量・協議用図面作成・道路詳細設計
平成26年度　用地測量・用地調査・水文調査・用地取得・文化財調査
平成27年度　用地取得・文化財調査・第１期本体工事
平成28年度　第２期本体工事　舗装工事
平成29年度　第２期舗装工事　付帯工事、標識工事、植栽工事、供用開始予定
　

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

2
国・県道へ接続する道路
交通網の整備・充実一般 8 2 3 883

総　事　業　費
（単位：千円）

32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画 50,287

県支出金

地方債 257,800

(決算) (決算見込み)

新規事業 既存事業

予算事業名 スマートインターチェンジ整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2
安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1
道路の保全と交通網の充
実

予算科目
会計 款 項 目 事業 スマートインターチェンジ

整備事業
基本事業名

県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

64,644 43,600 12,957 121,201
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

新規事業 既存事業

予算事業名 社会資本整備総合交付金事業(新設改良)
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2
安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1
道路の保全と交通網の充
実

幹線道路の適切な維持管
理一般 8 2 3 976

道路法、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成25

予算科目
会計 款 項 目 事業 社会資本整備総合交付金

事業(新設改良)
基本事業名 1

法令根拠

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　道路改良工事により一般車両、歩行者等の安全性と利便性を確保することを目的とする。

【内容】
　市道の整備

　●市道寺町・柳鶴線道路改良事業　≪実施期間：平成29年度～31年度≫
　 　市道及び踏切改良　延長　L=140.0m
　　 平成29年度  測量・設計
 　  平成30年度　用地買収・踏切取付部改良工事
  　 平成31年度　踏切本体改良工事

　●市道甘木線道路改良事業　≪実施期間：平成25年度～29年度≫
　　3.5ｍの片側歩道を設置　L=260m
　　平成25年度　道路詳細設計
　　平成26年度　用地測量　用地調査
　　平成27年度　用地買収　物件移転補償
　　平成28年度　一部工事(BOX部)
    平成29年度　改良工事　L=260m、付帯工事(取付舗装)　L=60m、施工完了、供用開始予定
　

【事業費の負担割合】
　国 3/5　市 2/5

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

60,000
財
源
内
訳

国庫支出金88,690

0

一般財源 3,115 1,418 2,336 560

地方債 57,600 22,100 39,600 10,600

その他

県支出金県支出金

100,000 0 事業費計

2,000 一般財源

36,846

平成29年度事業費は、平成28年度からの繰越予定額8,290千円を含む

合　　計

18,100 73,200

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料 工事請負費

91,300

財
源
内
訳 その他

38,000 地方債

57,654 16,740国庫支出金

事　業　費 149,405 60,364 99,590 27,900

平成29年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

53,340 35,900 2,060 91,300
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

平成28年度

平成29年度
道路改良工事

委託料

【目的】
　西九州大学地域看護学部（仮称）の開学（H30.4月予定）に伴い、都市機能の充実を図るため、大学建設予定地の周辺
環境（道路・公園駐車場・藩邸石橋等）整備を行う。

【内容】
　大学誘致周辺環境整備に伴い市道桜岡小学校・鯖岡線の道路の形状変更及び改良を行う。
また桜岡小学校の通学路として児童の安全確保を図る。

測量･設計

施工延長　　 L=173ｍ　（幅員 W=4.0ｍ）
自転車歩道　L=109ｍ
歩道　　　　　 L=  64ｍ
側溝　　　　　 L=180ｍ

道路台帳修正業務　　一式

【事業費の負担割合】
　国 1/2　市 1/2

合　　計

1,200 14,900 16,100

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託費 工事請負費

その他 その他

事　業　費 0 3,600 16,100 0 0

財
源
内
訳

19,700

一般財源 272 1,050 一般財源 1,322

0 事業費計

（計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

地方債 1,600 7,000

法令根拠 道路法、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成28 平成29

財
源
内
訳

国庫支出金 9,778

県支出金

国庫支出金 1,728 8,050

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

（計画)

2
地域の特性を活かした拠
点地区の形成と相互連携一般 8 2 3 1053

総　事　業　費
（単位：千円）

32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

県支出金

地方債 8,600

(決算) (決算見込み)

新規事業 既存事業

予算事業名 社会資本整備総合交付金事業（都市再生）
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
住みたい！と思う　笑顔が
集まるキレイなまち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1
計画的な土地利用の推進
と効率的な都市づくり

予算科目
会計 款 項 目 事業 社会資本整備総合交付金

事業（都市再生）
基本事業名
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※ 平成29年度事業費は、平成28年度からの繰越予定額205,776千円、予算未計上
額97,582千円を含む

住みたい！と思う笑顔が
集まるキレイなまち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1
計画的な土地利用の推進
と効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 市営住宅建替事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 公営住宅法、小城市営住宅条例

事業期間
平成24 平成30

市営住宅建替事業 基本事業名 3
住宅地の整備や良質な住
まいづくりの促進一般 8 6 2 853

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　牛津地区市営住宅(友田団地、天満町団地、柿樋瀬団地、駅南団地の４団地79戸)は、昭和41年から47年に建設され、耐
用年限も経過しており、居住水準の低下、地域防災面での問題や設備の老朽化等様々な問題があり、建替が必要である。
　また、天満町団地及び柿樋瀬団地の敷地については、現在、私有地を借上げ、他の２団地についても、敷地が狭いた
め、新規に建替を行う。

【内容】
　牛津駅南地区に敷地を購入し、鉄筋コンクリート造、４階建の住宅80戸を建設する。

(工事の概要）
　整備予定住宅　鉄筋コンクリート造　４階建　２棟(80戸)

　H25年度　用地測量、地質調査、建物基本設計、用地取得等
　H26年度　建物実施設計、敷地造成工事、家屋事前調査
　H27年度　１号棟建設工事
　H28年度　２号棟建設工事、既存住戸解体工事（柿樋瀬団地、牛津駅南団地）、外構１期工事
　H29年度　２号棟建設工事、外構２期工事、集会場建設工事
　H30年度　既存住戸解体工事（天満町団地、友田団地）

平成29年度計画
・２号棟建設工事、工事監理
・外構２期工事、集会場建設工事（予算未計上分）

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 836,985

県支出金

国庫支出金 192,880 62,799 417,844 27,180

総　事　業　費
（単位：千円）

その他 8,308

県支出金

312,000 157,300 380,400 3,000 地方債 981,800

(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

1,961,714

一般財源 11,700 33,386 9,762 56,542 一般財源 134,621

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

事　業　費 516,580 253,485 816,314 86,722 0 0 事業費計

その他 8,308

地方債

平成29年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

8,374 114 504,468 512,956

合　　計

230,777 282,000 179 512,956
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

合　　計

1,075 1,075

平成29年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

1,075 1,075

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 4,223 5,174 2,478 0 0 0 事業費計

その他

地方債

その他

11,875

一般財源 4,223 5,174 2,478 一般財源 11,875

国庫支出金

地方債

目 事業

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

県支出金財
源
内
訳

県支出金

国庫支出金

立地適正化計画策定事業 基本事業名 1
計画に沿った土地利用の
誘導一般 8 5 1 1222

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

予算科目
会計 款 項

平成29年度事業費は、平成28年度からの繰越予定額1,403千円を含む

【目的】
　人口の減少と少子高齢化の進展を背景として、子どもから高齢者まで多世代が、安心安全で快適な生活環境を実現する
ために、適正なエリアで人口を維持し効率的な公共サービスを提供することが大きな課題となっている。
　これらを踏まえ都市全体の観点から居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能の立地、公共交通の充実を図り、「コンパ
クト・プラス・ネットワーク」の実現に向けた「立地適正化計画」を策定する。

【内容】
　平成27年度
　・立地適正化計画についての方針等検討
　・都市機能誘導区域、居住誘導区域の設定検討　など

　平成28年度
　・都市機能誘導区域、居住誘導区域の設定検討
　・公共交通上の課題の整理（地域公共交通網形成計画策定事業との連携）
　・既存施設の整理（公共施設等総合管理計画との調整等）
　・庁内検討委員会、都市計画審議会の開催（各３回開催）
　・立地適正化計画（都市機能誘導区域）の公表　など

　平成29年度
　・居住誘導区域の設定
　・居住誘導区域の設定に伴う農業振興地域整備計画（農振農用地）との調整
　・住民説明会、パブリックコメントの実施
　・庁内検討委員会、都市計画審議会の開催（各２回開催予定）
　・「小城市立地適正化計画」の策定

　

住みたい！と思う笑顔が
集まるキレイなまち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進
と効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 立地適正化計画策定事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 都市再生特別措置法

事業期間
平成27 平成29
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□ ☑

□  単年度のみ □  単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【大学誘致周辺環境整備事業の個別事業の決算見込み・計画】

※

事　業　費 0 51,372 89,728 0 0 0 事業費計 141,100

小城公園駐車場整備事業の平成29年度事業費は、平成28年度からの繰越予定
額9,667千円を含む

一般財源 2,718 22,492

その他

32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標)

財
源
内
訳

国庫支出金 17,754 28,036
財
源
内
訳

70,100

国庫支出金 45,790

県支出金

その他

地方債 30,900 39,200

県支出金

地方債

一般財源 25,210

事　業　費 7,733 3,600 21,081 18,958 16,100 17,192

（計画・目標)

一般財源 777 272

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度

711 958

51,372

31年度

44,433

2,718

39,20030,900

13,196 8,050 790 6,000 28,036

15,500 4,200

12,003 89,728
18,737 1,050 902 1,803 22,492

そ の 他

地 方 債 3,400 1,600 7,900 18,000

事業費の推移
（単位：千円）

平成28年度(決算見込み） 平成29年度(計画）
商工観光課 建設課 教育総務課

財
源
内
訳

国庫支出金 3,556 1,728 12,470 17,754

12,500 7,000

県支出金

小城公園
駐車場

文化課

事業期間
平成28 平成29

小城公園駐車場整備事業：商工観光課
※詳細については主な事業説明書　ｐ12

社会資本整備総合交付金事業（都市再生）：建設課
※詳細については主な事業説明書　ｐ16

桜岡小学校プール改築事業：教育総務課
※詳細については主な事業説明書　ｐ28

（新規）藩邸石橋保存・修景整備事業：文化課
※詳細については主な事業説明書　ｐ33

大学誘致周辺環境整備事業

【目的】
　西九州大学地域看護学部(仮称)の開学（H30.４月予定）に伴い、都市機能の充実を図るため、大学建設予定地の周辺環
境 (道路･公園駐車場･藩邸石橋等)整備を行う。

【内容】
　市道桜岡小・鯖岡線の改良、小城公園駐車場の整備、藩邸石橋保存修景整備及び、旧桜岡支館の解体を行い、大学建
設予定地の周辺環境を整える。

事業の概要（目的、内容等）

2
地域の特性を活かした拠
点地区の形成と相互連携一般

法令根拠
都市再生特別措置法、小城市都市計画マスタープラン、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例、
小学校設置基準　など

新規事業 既存事業

事業名 大学誘致周辺環境整備事業（総括）
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
住みたい！と思う　笑顔が
集まるキレイなまち

担当部課
調整担当課　まちづくり推進課　（関係課：建設課、商
工観光課、教育総務課、生涯学習課、文化課）

施策名 1
計画的な土地利用の推進
と効率的な都市づくり

予算科目
会計 款 項 目 事業

下記のとおり 基本事業名

教育総務課建設課商工観光課

計

生涯学習課

計
藩邸石橋

桜岡小・
鯖岡線

桜岡小
プ-ル改築

旧桜岡
支館解体

小城公園
駐車場

桜岡小・
鯖岡線

桜岡小
プ-ル改築
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

住みたい！と思う笑顔が
集まるキレイなまち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進
と効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 大学誘致促進事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠
都市再生特別措置法、小城市都市計画マスタープラン、小城市大学誘致及び施設整備促進補助金交付
要綱、小城市中心市街地活性化推進事業補助金交付要綱　など

事業期間
平成28 平成29

大学誘致促進事業 基本事業名 2
地域の特性を活かした拠
点地区の形成と相互連携一般 8 5 1 1049

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　西九州大学地域看護学部(仮称)誘致による学生及び若年層の交流と定住人口の増加を図り､小城市内の賑わいの創出
と地域の活性化に資する。

【内容】
平成28年度
・西九州大学小城キャンパス共同準備室の事務所機能を持つおぎ元気館の運営
・佐賀県中心市街地活性化推進事業補助金を活用した、賑わいの創出と地域の活性化を目的としたまちづくり活動に対す
る補助金の交付

平成29年度
・大学の設置等を行う学校法人永原学園に対する施設整備費等補助金の交付
・佐賀県中心市街地活性化推進事業補助金を活用した、賑わいの創出と地域の活性化を目的としたまちづくり活動に対す
る補助金の交付
・都市再生整備計画事後調査の実施等

〔大学誘致及び施設整備促進補助金〕
・補助金の交付先　　　　　学校法人永原学園
・債務負担行為限度額　　757,350千円（平成28年度６月補正で債務負担行為設定）
・交付の条件　　　　　　　　学部設置認可

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 120

県支出金 750500 250
地方債 583,300 地方債 583,300

766,267

一般財源 2,502 179,595 一般財源 182,097

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報償費 旅費 需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 3,122 763,145 0 0 0 事業費計

その他 120

合　　計

71 14 5 10 5,187 8 757,850 763,145
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【奨励金の種類等／住宅の要件：１戸建て住宅（専住50㎡以上、併住1/2以上かつ50㎡以上）かつ取得価格3,000千円以上】

※1 子育て世帯加算金 転入する中学生以下の子　100千円／人（ただし、限度額300千円とする）

※2 三世代同居加算金 親、子、孫等の三世代同居の場合は、親が市内に在住し、子、孫等（中学生以下）が新たに同居する世帯

※3 特定地域加算金 三里小学校区、砥川小学校区及び芦刈小学校区の区域に住宅を取得する場合

負担金、補助
及び交付金

合　　計

285 70 1,750 195 345 40,000

15,145 事業費計 157,738

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

旅費 需用費 役務費 委託料
使用料

及び賃借料

事　業　費 0 14,658 42,645 42,645 42,645

42,645

一般財源 8,157 24,645 24,645 24,645 9,520 一般財源 91,612

その他 その他

地方債 地方債

県支出金 県支出金

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

5,625
財
源
内
訳

国庫支出金 66,126

1,000

転居者 100 300 700

財
源
内
訳

国庫支出金 6,501 18,000 18,000

32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

18,000

事業費の推移
（単位：千円）

中古住宅
（空き家含む）

65歳未満（申請者又は
は配偶者のいずれか）

転入者
300

100（限度300） 100

100 800

建売住宅 転居者 100 100 500

新築住宅 50歳未満（申請者又は
配偶者のいずれか）

転入者
300

100（限度300） 100

300

（単位：千円）

住宅の区分 交付対象者 定額
加算

限度額
子育て世帯 ※1 三世代同居 ※2 市内業者施工 特定地域 ※3

※特定地域加算金を平成29年度より増額する。
（平成28年度） （平成29年度～）
200千円 ⇒ 300千円

事業の概要（目的、内容等）

※子育て世帯加算金の上限額を平成29年度より増額する。
（平成28年度）

⇒
（平成29年度～）

転入する中学生以下の子　100千円/人
　　　　　（ただし、限度額200千円とする）

転入する中学生以下の子　100千円/人
　　　　　（ただし、限度額300千円とする）

　【内容】

　【目的】
　 人口減少対策及び地域の活性化を図るため、子育て世代等の移住・定住を促進する。

○移住・定住希望者からの相談対応
○情報発信、ＰＲ活動の充実
   移住・定住ホームページの充実、定住対策等を集約した「定住ガイドブック」の作成・配布、東京都市圏での移住・
　 定住イベント・現地相談会への参加、福岡都市圏向けの移住・定住促進の広報活動等
○定住促進住宅取得奨励金の交付（平成28年７月１日から実施）

法令根拠 小城市定住促進住宅取得奨励金交付要綱

事業期間
平成28 平成32

移住・定住対策事業 基本事業名 3
住宅地の整備や良質な住
まいづくりの促進一般 8 5 1 1051

予算科目
会計 款 項 目 事業

住みたい！と思う笑顔が
集まるキレイなまち

担当部課 建設部　まちづくり推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進
と効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 移住・定住対策事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

住みたい！と思う笑顔が
集まるキレイなまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 4 下水処理の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 織島処理区事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 下水道法

事業期間
平成26 平成31

織島処理区事業 基本事業名 3
安定した下水道事業の運
営及び経営下水 1 1 2 23

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　農業集落排水事業で整備した下水道施設の経年劣化による機能低下した施設について、適切な修繕と計画的な更新整
備を行い、施設の持続的かつ効率的な管理・運営を図る。

【内容】
　平成26年度　計画書作成
　平成27年度　実施設計書作成、公共桝設置、マンホール蓋調整
　平成28年度　処理場機器、マンホールポンプ通報機器等更新、公共桝設置、マンホール蓋調整
　平成29年度　処理場機器、マンホール鉄蓋、マンホールポンプ通報機器等更新、公共桝設置、詳細設計書作成
　平成30年度　処理場機器、マンホール鉄蓋、マンホールポンプ及び水位計等更新、公共桝設置、詳細設計書作成予定
　平成31年度　処理場機器、マンホール鉄蓋、マンホールポンプ及び水位計等更新、公共桝設置、詳細設計書作成予定

【事業費の負担割合】
　国 50％　市 50％　（国庫補助分は県を通して交付される）
　
《処理区の現状》
　織島浄化センターH15.３月供用開始、マンホールポンプ 15基、マンホール 560個、管路延長 Ｌ=17,079ｍ

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 2,000

国庫支出金

6,000

総　事　業　費
（単位：千円）（決算） （決算見込み） （計画） （計画・目標） （計画・目標） （計画・目標）

その他 560

県支出金 30,3702,500 11,500 6,500

地方債 1,800 2,200 10,300 5,800 5,400 地方債 25,500

63,000

一般財源 613 597 1,648 850 750 一般財源 6,570

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料 工事請負費 積立金

事　業　費 4,506 5,727 23,458 13,160 12,160 0 事業費計

その他 93 430 10 10 10

合　　計

1,700 21,750 8 23,458
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

住みたい！と思う笑顔が
集まるキレイなまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 4 下水処理の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 砥川処理区事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 下水道法

事業期間
平成26 平成34

砥川処理区事業 基本事業名 3
安定した下水道事業の運
営及び経営下水 1 1 2 24

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　農業集落排水事業で整備した下水道施設の経年劣化による機能低下した施設について、適切な修繕と計画的な更新整
備を行い、施設の持続的かつ効率的な管理・運営を図る。

【内容】
　平成26年度　計画書作成
　平成28年度　公共桝設置
　平成29年度　実施設計書作成、公共桝設置
　平成30年度　処理場機器等更新、公共桝設置、詳細設計書作成予定
　平成31年度　マンホールポンプ及び水位計等更新、公共桝設置、詳細設計書作成予定
　平成32年度　処理場機器及び水位計等更新、公共桝設置、詳細設計書作成予定
　平成33年度　処理場機器及び水槽防食等更新、公共桝設置、詳細設計書作成予定
　平成34年度　処理場機器及び水槽防食等更新、公共桝設置、詳細設計書作成予定

【事業費の負担割合】
　国 50％　市 50％　（国庫補助分は県を通して交付される）

《処理区の現状》
　砥川浄化センターH13.３月供用開始、マンホールポンプ ６基、マンホール 337個、管路延長 Ｌ=10,130ｍ

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

4,500

総　事　業　費
（単位：千円）（決算） （決算見込み） （計画） （計画・目標） （計画・目標） （計画・目標）

10 その他 300

4,000 県支出金 46,1300 2,000 3,000

地方債 0 1,800 2,700 4,000 3,600 地方債 40,400

96,000

一般財源 20 2,048 450 650 550 一般財源 9,170

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料 工事請負費 積立金

事　業　費 33 229 5,857 6,160 9,160 8,160 事業費計

その他 33 209 9 10 10

合　　計

5,700 150 7 5,857
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☑ □

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

15,280 15,280

委託料

その他

事　業　費 0 0 15,280 36,500 21,706

財
源
内
訳

地方債

73,486

一般財源 80 4,300 4,306 一般財源 8,686

0 事業費計

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

（計画)

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

地方債 15,200 32,200 17,400

その他

64,800

(決算見込み) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

法令根拠 下水道法、地方財政法、地方公営企業法

事業期間
平成29 平成31

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

3
安定した下水道事業の運
営及び経営下水 1 2 1 1339

(決算)

平成29年度
平成29～31年度
平成30年度
平成30、31年度
平成31年度
平成32年度

調査基本方針の決定
資料等の調査、決算書の整理、工事関連情報の整理及び資産情報の整理
基本方針の検討、公営企業会計システム運用方針の検討、会計システム導入の検討
資産評価、関係部局との調整事項整理
条例・規則等の制定・改正、予算・決算関係、職員研修等、会計システム構築、会計システム運用
公営企業会計移行

【事業費の負担割合】
　市 100％（ただし地方債充当率100％　地方債の元利償還金に対し49％の普通交付税措置）

【目的】
　下水道事業会計の財政状況を明確化し、計画的な経営基盤の強化と財政マネジメントの向上等をより的確に行うため、
地方公営企業法の適用（法適化）を行うとともに適切な下水道運営方法を検討する。

【内容】
　下水道事業の法適化移行作業

総　事　業　費
（単位：千円）

32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

県支出金

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）下水道事業等公営企業会計移行事務
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
住みたい！と思う笑顔が
集まるキレイなまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 4 下水処理の充実

予算科目
会計 款 項 目 事業 （新規）下水道事業等公営

企業会計移行事務
基本事業名
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

住みたい！と思う笑顔が
集まるキレイなまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 4 下水処理の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 三日月処理区事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 下水道法

事業期間
平成13 平成42

三日月処理区事業 基本事業名 1 下水道環境の整備
下水 1 2 2 276

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　家庭や事業所から排出される汚水を浄化することで公共水域の水質保全を図ると共に、水洗トイレの設置により衛生的で
快適な生活環境を創出するため下水道を整備する。

【内容】
　特定環境保全公共下水道事業により社会資本整備総合交付金の計画に基づき、211haを整備する。

【事業費の負担割合】
　国 50％（処理施設等の一部 55％）　市 50％（処理施設等の一部 45％）
　
平成28年度まで
・三日月浄化センター：全体計画処理能力 8,220㎥/日（10池）のうち 2,466㎥/日（３池）整備
・全体計画処理面積 211ｈａのうち 155.1ｈａ整備

平成29年度
・三日月浄化センター（５池、６池）増設設計業務及び地質調査
・三日月浄化センター設備工事（４池）増設
・認可区域内の平面測量、地質調査及び管渠詳細設計業務
・下水道管整備（戊地内）Ｌ=510ｍ、舗装復旧工事を施工

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

174,860 285,000
財
源
内
訳

国庫支出金 7,926,000

県支出金

国庫支出金 403,247 156,200 197,100 312,740

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

5,464 その他 440,000

県支出金 13,27711,479 1,798
地方債 351,000 184,847 193,481 266,000 168,500 231,000 地方債 7,240,000

16,474,000

一般財源 52,101 16,119 3,736 35,456 32,860 24,936 一般財源 854,723

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

補償、補填
及び賠償金

積立金

事　業　費 811,086 394,258 421,823 620,400 380,020 546,400 事業費計

その他 4,738 25,613 25,708 6,204 3,800

合　　計

361 42 123,800 1,103 291,200 3,500 1,817 421,823
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※ 平成29年度事業費は、平成28年度からの繰越予定額111,700千円を含む

住みたい！と思う笑顔が
集まるキレイなまち

担当部課 建設部　下水道課 施策名 4 下水処理の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 小城処理区事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 下水道法

事業期間
平成24 平成42

小城処理区事業 基本事業名 1 下水道環境の整備
下水 1 2 2 308

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　家庭や事業所から排出される汚水を浄化することで公共水域の水質保全を図ると共に、水洗トイレの設置により衛生的で
快適な生活環境を創出するため下水道を整備する。

【内容】
　公共下水道事業により社会資本整備総合交付金の計画に基づき、323haを整備する。
　小城処理区の汚水は、仁俣中継ポンプ場を経て三日月浄化センター・牛津浄化センターへ送水する計画である。

【事業費の負担割合】
　国 50％　市 50％

平成28年度まで
・仁俣中継ポンプ場：全体計画送水能力 7.57㎥/分（送水ポンプ５台）のうち、送水能力 2.95㎥/分（送水ポンプ２台、１台
予備）を整備
・全体計画処理面積 323ｈａのうち 21.2ｈａ整備

平成29年度
・認可区域内の平面測量、地質調査及び管渠詳細設計業務
・幹線管渠整備 Ｌ=920ｍ、下水道管整備（甘木、久米、土生地内）Ｌ=900ｍ、舗装復旧工事を施工

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

107,500 65,000
財
源
内
訳

国庫支出金 4,441,000

県支出金

国庫支出金 352,051 267,100 286,450 116,500

総　事　業　費
（単位：千円）

1,508 その他 343,000

県支出金 12,4089,210 3,198
347,400 272,598 283,987 122,500 113,000 68,300 地方債 4,481,000

(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

9,565,000

一般財源 77,726 34,506 4,397 28,557 26,406 15,992 一般財源 287,592

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

補償、補填
及び賠償金

積立金

事　業　費 783,514 612,065 629,509 270,260 249,400 150,800 事業費計

その他 6,337 28,651 51,477 2,703 2,494

地方債

平成29年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

231 71 62,144 947 443,700 7,500 3,216 517,809

合　　計

234,000 3,198 228,487 51,477 647 517,809
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 放課後児童健全育成事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

法令根拠
児童福祉法、小城市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例
小城市放課後児童健全育成事業実施規則

事業期間
昭和42

放課後児童健全育成事業 基本事業名 2
子どもの安全な環境づくり
の推進一般 10 1 3 742

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　女性の就労機会の増加や核家族化など家庭環境が変化する中、保護者が仕事と子育ての両立ができ、また放課後に対
象児童が安全で健やかに過ごせる居場所を提供することで児童の健全育成を図る。

【内容】
　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生に対し、授業終了後に遊びや生活の場を提供する。
　市内の８小学校内の余裕教室または専用施設で16クラブを開設
 
　平成27年度　　   開設時間の延長（18時まで→19時まで）と土曜日の開設日を増加
　平成28年度　 　　小学５年生までを受入れ、保護者負担金における追加料金の設定
　平成29年度～　　小学６年生までを受入れ、開設時間の延長
　　　　　　　　　　　　　・土曜日と学校休業日の開設時間の変更（８時30分から→８時から）
　　　　　　　　　　　　　・利用対象児童の変更（小学１年生から小学５年生まで→小学１年生から小学６年生まで）

【事業費の負担割合】
　補助基準額の　国 1/3　県 1/3　市 1/3

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

36,999 36,999
財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 32,845

国庫支出金 33,097 31,192 26,939 29,296

36,999

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

22,575 その他

36,999 県支出金34,142 26,939 29,296

地方債 地方債

0

一般財源 31,299 37,279 63,316 62,892 64,643 66,199 一般財源

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報償費 需用費 役務費 委託料
使用料及び

賃借料

事　業　費 112,612 124,025 137,969 144,059 161,216 162,772 事業費計

その他 15,371 21,412 20,775 22,575 22,575

合　　計

192 3,490 231 134,008 48 137,969

27



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

住みたい！と思う　笑顔が
集まるキレイなまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 1
計画的な土地利用の推進
と効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 桜岡小学校プール改築事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

法令根拠 学校教育法施行規則、小学校設置基準

事業期間
平成28 平成29

桜岡小学校プール改築事
業

基本事業名 2
地域の特性を活かした拠
点地区の形成と相互連携一般 10 2 3 1013

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　西九州大学地域看護学部（仮称）の開学（H30.４月予定）に伴い、都市機能の充実を図るため、大学建設予定地の周辺
環境（道路・公園駐車場・藩邸石橋等）整備を行う。

【内容】
　桜岡小学校プールは、大学誘致周辺環境整備に伴う市道桜岡小学校・鯖岡線の道路直進化の支障となるため撤去を行
う。

平成28年度　桜岡小学校プール撤去工事

平成29年度　撤去後の外構工事等
　市道桜岡小学校・鯖岡線の法線が小学校の浄化槽にかかり、この浄化槽を撤去するには下水道が使用できるようになる
平成30年1月以降の施工となったため、平成29年度に工事を実施する。

【工事内容】
　・浄化槽撤去工事一式
　・下水道接続工事一式
　・擁壁工事　L=50.0ｍ
　・フェンス設置工事　L=46.8ｍ
　・防球ネット設置工事　L=43.2ｍ
　・側溝設置工事　L=117.6ｍ　等

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 13,260

県支出金

国庫支出金 12,470 790

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 7,900 15,500 地方債 23,400

38,273

一般財源 711 902 一般財源 1,613

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 0 21,081 17,192 0 0 0 事業費計

その他

合　　計

17,192 17,192
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

新規事業 既存事業

予算事業名 保育所等整備補助事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6
子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保
育の充実

施設・設備環境の整備
一般 3 2 1 1046

法令根拠 保育所等整備交付金交付要綱、小城市保育所等整備補助金交付要綱

事業期間
平成28

予算科目
会計 款 項 目 事業

保育所等整備補助事業 基本事業名 1

0

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　私立保育所等の新設、改修、改造、防犯対策強化等の施設整備を行うことにより、子どもたちの安心・安全を確保し、より
良い環境での保育を行うとともに待機児童の解消を図る。

【内容】
　保育所等整備交付金を活用し私立保育所等の施設整備及び防犯対策強化に要する費用を補助する。

　保育所等整備交付金（保育所等施設整備事業）
　平成28年度　芦刈幼稚園民営化に伴う認定こども園「あしかりこども園（仮称）」保育所部分整備

　保育所等整備交付金（防犯対策強化整備事業）
　平成29年度　市内私立園４園（たちばな保育園、さくら保育園、おひさま保育園、牛津こどもの森）へ補助
　平成30年度　岩松保育園（平成30年度民営化予定）へ補助
　　対象施設　：　私立の保育所・幼保連携型認定こども園・小規模保育施設
　　整備内容　：　防犯カメラ等の整備　（※カメラ単体の購入など、設置工事を伴わない場合は対象外）
　　事業費     ：　１園当たり　300千円以上1,800千円以内
　　その他　：　防犯計画の提出（防犯マニュアル等の整備、防犯訓練等）

【事業費の負担割合】
　国 1/2　市 1/4　事業者 1/4

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

地方債

県支出金

国庫支出金 126,403 3,600 900

その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

5,000

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

一般財源 10,800 1,800 450

地方債

事　業　費 0 142,203 5,400 1,350 0 0 事業費計

一般財源

合　　計

5,400 5,400

29



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

新規事業 既存事業

予算事業名 保育園民営化事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6
子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保
育の充実

幼児教育・保育の推進
一般 3 2 1 949

法令根拠

事業期間
平成28

予算科目
会計 款 項 目 事業

保育園民営化事業 基本事業名 5

0

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　「小城市公立保育園・幼稚園の再編計画」及び「小城市立保育園・幼稚園民営化ガイドライン」に基づき、事務事業の見
直しによる経費削減、民営化の推進や地域協働を推進し、保育需要への適切な対応や多様な保育サービスの提供と効率
的な行財政運営の両立を図るとともに公立保育園の民営化を実施する。

【内容】
〇「小城市立保育園・幼稚園民営化ガイドライン」により、保育・教育を継続しながら運営を引き継ぐことで、子どもへの影響
が少なく円滑な民営化を進めるため、以下のことを実施する。
　・選考委員会
　・三者協議会（保護者、移管先法人、市による協議）
　・共同保育
　・引継ぎ保育
　・民間移管後の第三者評価や保護者アンケートなど

岩松保育園民営化
　平成28年度
　・小城市立岩松保育園の民間移管に関する選考委員会
　　選考委員会委員の選任→プロポーザルを含む選考委員会の開催→移管先事業者の決定
　・三者協議会

　平成29年度
　・三者協議会
　・岩松保育園の施設修繕による安全確保
　・共同保育（Ｈ30.１～Ｈ30.３）
　・岩松保育園閉園式（Ｈ30.３）

　平成30年度
　・引継ぎ保育（Ｈ30.４～Ｈ30.12）
　・民間移管後の第三者評価や保護者アンケートなど

〇平成29年度に次期の「再編計画」を策定

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

地方債

県支出金

国庫支出金

その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費
負担金、補助
及び交付金

一般財源 110 4,691 75

地方債

事　業　費 0 110 4,691 75 0 0 事業費計

一般財源

合　　計

3,780 911 4,691
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

新規事業 既存事業

予算事業名 幼稚園民営化事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6
子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　保育幼稚園課 施策名 2
学校教育、幼児教育・保
育の充実

幼児教育・保育の推進
一般 10 4 1 1047

法令根拠 佐賀県認定こども園施設整備事業費補助金交付要綱、小城市認定こども園整備事業費補助金交付要綱

事業期間
平成28

予算科目
会計 款 項 目 事業

幼稚園民営化事業 基本事業名 5

0

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　「小城市公立保育園・幼稚園の再編計画」及び「小城市立保育園・幼稚園民営化ガイドライン」に基づき、事務事業の見
直しによる経費削減、民営化の推進や地域協働を推進し、教育需要への適切な対応や多様な保育サービスの提供と効率
的な行財政運営の両立を図るとともに公立幼稚園の民営化を実施する。

【内容】
〇「小城市立保育園・幼稚園民営化ガイドライン」により、保育・教育を継続しながら運営を引き継ぐことで、子どもへの影響
が少なく円滑な民営化を進めるため、以下のことを実施する。
　・選考委員会
　・三者協議会（保護者、移管先法人、市による協議）
　・共同保育
　・引継ぎ保育
　・民間移管後の第三者評価や保護者アンケートなど

芦刈幼稚園民営化
　平成28年度
　　・認定こども園「あしかりこども園（仮称）」施設整備
　　・共同保育
　　・三者協議会等

　平成29年度
　　・引継ぎ保育
　　・三者協議会等
　　・民営化評価委員会
　　・就園補助金（保育料軽減措置）
　　・解体整地工事設計

　平成30年度
　　・三者協議会等
　　・就園補助金（保育料軽減措置）
　　・解体工事
　　・第三者評価や保護者アンケート
　
　〇平成29年度に次期の「再編計画」を策定

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

地方債

県支出金

国庫支出金

その他

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

10,000

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報償費 需用費 役務費 委託料

60,328

一般財源 20,476 5,043 32,306

地方債

事　業　費 0 90,804 5,043 32,306 0 0 事業費計

一般財源

合　　計

75 200 205 669 3,894 5,043

負担金、補助
及び交付金
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

歴史、文化と歩んでいく自
然豊かなまち

担当部課 教育委員会　文化課 施策名 2
歴史の継承、文化・芸術
の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 国史跡土生遺跡公園維持管理事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 3

法令根拠 文化財保護法、小城市文化財保護条例、小城市史跡土生遺跡公園条例

事業期間
平成17

国史跡土生遺跡公園維持
管理事業

基本事業名 3 文化財の適正な保存
一般 10 5 5 1166

予算科目
会計 款 項 目 事業

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

その他 1,000

0

一般財源 1,563 1,725 3,687 1,725 1,725 1,725 一般財源

事　業　費 1,563 1,725 4,687 1,725 1,725 1,725 事業費計

【目的】
　弥生文化の成立を知ることができる重要な遺跡として国史跡に指定されている土生遺跡公園の適正な維持管理を行い、
市民の利用に供する。

【内容】
　樹木の維持管理、清掃作業等、土生遺跡公園の維持管理を行う。

平成29年度追加分
　復元高床倉庫の屋根材葺き替え等補修工事

・高床倉庫
・屋根材法量
・竪穴住居
・工事請負費

柱間2.7ｍ×3.6ｍ=9.72㎡
5.0ｍ×8.0ｍ×1.0ｍ=40㎥
３基の屋根頂部の杉皮材補修
3,000千円

合　　計

233 64 1,390 3,000 4,687

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費 役務費 委託料 工事請負費

32



☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

537 92 416 50 2,203 195 8,510 12,003

財
源
内
訳

平成29年度の
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬 共済費 賃金
需用費・
役務費

委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

事　業　費 0 0 12,003 0 0 0 事業費計

その他

0

一般財源 1,803 一般財源

地方債 4,200 地方債

(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　西九州大学地域看護学部（仮称）の開学（H30.４月予定）に伴い、都市機能の充実を図るため、大学建設予定地の周辺
環境（道路・公園駐車場・藩邸石橋等）整備を行う。

【内容】
　大学誘致周辺環境整備に伴い発掘調査・藩邸石橋保存・修景整備を行う。

　〇発掘調査
　　　・80㎡
　

　〇藩邸石橋保存
　　　・石材の隙間を戻し、傷んだ欄干等の修復

　〇冠木門設置工事
　　　・発掘調査結果や古図面・古記録を基に冠木門（木製）を再現
　
　　※冠木門：城郭等の入口に建てられる。両脇の柱の上に横木（冠木）を渡した屋根のない門

【事業費の負担割合】
　国 1/2　市 1/2

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 6,000

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 文化財保護法、小城市文化財保護条例

事業期間

（新規）藩邸石橋保存・修
景整備事業

基本事業名 2
地域の特性を活かした拠
点地区の形成と相互連携一般 10 5 5 1320

予算科目
会計 款 項 目 事業

住みたい！と思う　笑顔が
集まるキレイなまち

担当部課 教育委員会　文化課 施策名 1
計画的な土地利用の推進
と効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）藩邸石橋保存・修景整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

1,800 1,800

財
源
内
訳

平成29年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 0 3,465 1,800 22,590 0 0 事業費計

その他

27,855

一般財源 3,465 1,800 22,590 一般財源 27,855

地方債 地方債

(決算) (決算見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　スマートインターチェンジの建設事業に伴い、現在水道未供用地域である原田南部地区に配水施設の整備を行う。

【内容】
　平成28年度　測量設計業務
　平成29年度　第１期配水施設整備工事
　平成30年度　第２期配水施設整備工事　供用開始予定

平成29年度計画
　・第１期配水施設整備工事　配水管布設工　φ50　Ｌ=60ｍ

事業費の推移
（単位：千円）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 水道法、小城市簡易水道条例

事業期間
平成２８ 平成３０

原田地区配水施設整備事
業

基本事業名 3 水道施設の整備
簡水 1 1 1 1164

予算科目
会計 款 項 目 事業

住みたい！と思う笑顔が
集まるキレイなまち

担当部課 水道課 施策名 3 水道水の安全・安定供給

新規事業 既存事業

予算事業名 原田地区配水施設整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
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